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引当金の一考察  
〜企業会計における未解決事項〜  
A Consideration for reserve account on balance sheet；The unsettled 












































































3 IAS 第 37 号「引当金、偶発負債及び偶発資産」参照。  
4 もっとも代表的なものとして、企業会計原則注解・注 18（以下注解 18)を参照さ
れたい。  


































reserve と言う用語の概念の整理に有益であろう・・ 8 
 









                                                  
7 江村稔 (2003)、「会計学辞典」、同文館  
8 Kieso,D、Weygandt,J.(1980)、"Intermediate Accounting"、J.Wiley&Sons、引
用部筆者訳、ルビは筆者による  



























 昭和 56 年の旧商法改正以前は、原則は負債としての計上しか許さない現在とは
異なり 12、純資産として（つまり利益留保性の）引当金の設定を行うことが許容さ
                                                  
10 既述箇所、大正期に利益留保性の積立金を損失補填のそれと区分し、準備金と
せよと論じたのは他ならぬ太田である。  
11 営業利益と営業外利益を合算したものを指すと考えられる。  
12 日本公認会計士協会（平成 23 年）による「監査・保証実務委員会報告第  42 号
「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰
労引当金等に関する監査上の取扱い」の改正について」には以下のような記述があ
る。「・・（昭和 56 年に）旧商法第 287 条ノ 2 が改正され、原則として利益留保性







































                                                  
13 ただし、公益事業主に課されている「準備金」も同様の性質を有するものと解
される（注 20 参照）。事例として、以下の電力会社の事例があげられる。日本経済





















 つまり、「昭和 49 年当時の主流的引当金会計論は引当金とは何かということにつ
いては全くと言っていいほど論及せずに、負債性引当金についてだけ論じていた。

















                                                  
15 平井克彦（1991）、「引当金会計論」、白桃書房  
16 負債性引当金という文言が削除されたことを指す。  
17 少しでも引当金の設定余地を拡大したかった当時の経団連の意向によるもので
ある点も記されている。  
18 前年の商法改正を受け、引当金にかんする企業会計原則も改正された。  




































                                                  
20 平成 25 年 6 月 24 日付で日本公認会計士協会が公表した会計制度委員会研究資
料第 3 号「我が国の引当金に関する研究資料」において以下のような記述を見出す
ことができる。「・・我が国の会計基準設定主体である ASBJ は、平成 21 年 9 月 8





21 前田貞芳（1985)、「財務会計論 第 6 章「負債会計」」（中央経済社）  
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Ⅳ．シュマーレンバッハにみる引当金の見解  

































                                                  
22 Johann Wilhelm Eugen Schmalenbach (1873〜1955) 
23 シュマーレンバッハ著・土岐政蔵訳（1959）、「十二版・動的貸借対照評論」、森
山書店、（原題） "Grundlagen dynamischer Bilanzlehre"(1919) 
24 金子善行 (2015)、「ドイツ会計学説における成果計算論に関する研究  : 二十世紀
前半における Schmalenbach の後継を中心として」、一橋大学機関リポジトリー  


















     
                                                  
26 会計制度委員会研究資料第 3 号（2013）、「我が国の引当金に関する研究資料」（日
本公認会計士協会）の中にある付録「我が国の会計基準と IAS37 の比較」という部
分に引当金の測定について以下の記載がある。「注解 18 では、将来の特定の費用又
は損失かが合理的に見積もることかができる場合における当期の負担に属する金
額を、当期の費用又は損失として引当金に繰入れることかが求められているかが、
具体的な測定方法は示されていない。また、現在価値への割引かが求められるのか
も明らかではない」 
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